
.○人口減少と水需要の動向 
本市の総人口は、少子高齢化や転出超過等による人口 

減少が進行しており、将来にわたり継続的に減少し続け 
るものと予測されています。この予測を受けて、水道事 
業における給水人口を予測した結果、本市の総人口と同 
様に将来にわたり継続的な減少傾向にあり、令和13年 
度には約4万人まで減少する見込みです。 
また、給水量についても、給水人口の減少と節水意識 

の向上や節水機器の普及により、令和13年度では年間 
約680万m3まで減少する見込みです。 
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安全な水と潤いのある豊かな未来
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.○改定の趣旨 
平成17年 4月に伊豆長岡町、韮山町、大仁町が合併し、伊豆の国市が誕生しました。 
水道事業においては、旧３町それぞれの上水道事業が継承され、引き続き給水を行っていましたが、平成21
年 4 月に事業の一元化を図るため、伊豆の国市上水道事業が創設されました。その後、令和２年３月には、市
内に点在する３簡易水道事業（田原野、田中山、浮橋）を上水道に統合するなど、事業の効率化に努め、現在
に至っています。 
今後の水道事業においては、更新が必要な施設量の増大に加えて、東日本大震災をはじめとする大規模災害
を踏まえた水道の危機管理の観点を含めた施設及び体制の整備が求められる一方、近年の人口減少社会への移
行、節水機器の普及などによる給水量の継続的な減少により給水収益が減少するなど、今後の財政収支への影
響が予想される中で、必要な施設整備を進めていかなければならないという、これまで経験したことのない事
業環境の変化による新たな課題が生じています。 
そこで、本市水道事業では、水道事業を取り巻く環境の変化や今後の水道事業の課題に対応した戦略的な事
業展開を図るため、厚生労働省の「新水道ビジョン」の政策課題である安全、強靭、持続の観点を踏まえ、平
成 21年 6月に策定した「伊豆の国市地域水道ビジョン」を「伊豆の国市水道事業ビジョン」として改定
いたしました。 

1．ビジョンの改定の趣旨と位置付け

.○位置付け 
本ビジョンは、「第 2次伊豆の国市総合計画」 

や「新水道ビジョン」等の上位計画の視点に留 
意し、本市水道事業が理想とする将来像を明示 
するとともに、その実現に向けて当面の概ね 10 
年間（計画期間令和 4 13 年度）に取組む方策 
と目標を示した、本市水道事業の最も基本とな 
る計画として位置付けます。 

  今後は、本ビジョンの実現に向けての具体的 
な実施計画である「経営戦略」に基づき、社会 
情勢や財政状況などの変化を踏まえ、定期的な 
見直しを図りながら実行してまいります。 

２．将来の事業環境

.○更新需要の増加と資金の確保 
（更新需要の増加） 
本市水道事業は、平成21年度に旧3町の上水道事業 

を統合し、伊豆の国市上水道事業として運営を開始し、 
更に令和2年度からは公営簡易水道等も統合して、伊豆 
の国市水道事業として運営を開始しましたが、それぞれ 
の水道事業で給水を行ってきた施設を継続して使用して 
いるため、水道施設数は大幅に増加しています。 
水道事業を健全に経営していくためには、保有してい 

る水道施設を適切な時期に更新を行い、適正な状態で維 
持していく必要があります。 
これまでも施設の統廃合や老朽管の更新を行ってきまし 

たが、時間の経過とともに更新が必要な水道施設が増加し 
ていくことが予想されます。 

（資金の確保） 
本市水道事業の現有資産を法定耐用年数で更新していく場合、今後、約40年間で年平均約11.4億円の費用が
必要となります。これは令和2年度の建設改良費約3.4億円の約3.4倍の費用に相当します。 
一方、水道料金収入については、給水量の減少に伴い減収となることが予想されるため、更新事業に必要な資金
を十分に確保できないおそれがあります。

.○人材の確保と技術の継承 
水道事業は、経営、経理、料金、契約、広報、建設、給配水、浄水、水質、計画など様々な分野の業務で構成さ
れており、それぞれの分野において専門性の高い職員を適切に配置することが求められます。 
今後とも水道事業を適切に維持・継続していくためには、ベテラン職員がこれまでに培った技術やノウハウを次
世代の職員に確実に継承できるよう、職員の適正な配置や年齢構成の適正化を図るとともに、若年層の育成を計画
的に行っていく必要があります。 
また、人材の確保と技術の継承は、他事業体においても共通の課題となっていることから、他事業体との連携拡
大や広域化などについて継続的に検討していく必要があります。 

給水人口・給水量の将来見通し

法定耐用年数で更新した場合の水道施設の更新費用

伊豆の国市水道事業ビジョンの位置付け



.○基本理念と基本目標 
（基本理念） 
本市水道事業は、平成21年度の水道事業創設以来、 
安全で良質な水道を安定的に供給してきました。 
今後とも安心できるおいしい水道水を安定して供 
給し続けていく必要があるため、これまでの基本理 
念である「安全な水と潤いのある豊かな未来」 
を継承し、その実現に向けて取り組んでいきます。 

（基本目標） 
 本ビジョンの基本理念を実現するため、本市水道事 
業が今後対処すべき様々な課題に挑戦するにあたり、 
新水道ビジョンにおける「安全」、「強靭」、「持続」の 
３つの観点から取り組みの方向性を示す基本目標を設 
定しました。

基本理念と基本目標

●基幹施設の更新・改良 
・今後、多くの水道施設が更新時期を迎える中、将来にわたり水道事業を健全に経営していくため、適切な維持管理
による延命化を図りつつ、計画的な施設更新・改良を行っていきます。 

●老朽管路の更新 
・今後は、法定耐用年数を超過する管路の増加が予測されることから、アセットマネジメント手法を用いた中長期的
な更新需要と財政収支見通しに基づいた効率的かつ効果的な管路更新を計画的に進め、管路を適正な状態で維持し
ていきます。 

いつでも安定した水道をめざして強靭

●配水ブロックの見直し 
・将来の水需要を見据えた効率的かつ効果的な施設
整備を行っていきます。

●施設の集約化 
・水道施設の更新の際には統廃合の可否について検
討を行い、水道施設の集約化による更新費用の削
減及び維持管理の簡素化を図っていきます。

●計装設備の整備・更新 
・老朽化した機械・電気計装設備については、定期的な点検及び修繕による長寿命化を図るとともに、機器の重要度
や劣化度を総合的に勘案して適切な時期に更新を進めていきます。 

・小規模な水道施設には、流量計等の設備が設置されていないことから、管理水準の向上を図るため、計画的な整備
を進めていきます。 

●基幹施設・基幹管路の耐震化 
・主要な施設の耐震診断を計画的に進めるとも
に、耐震補強が必要な主要施設については耐震
診断結果と施設機能を考慮しながら、耐震補強
や更新も含めた整備手法の検討を行い、耐震化
を図っていきます。 

・老朽管の更新や施設統合にあわせて耐震化を進
めるとともに、災害時においても給水を確保す
る必要のある基幹管路や病院・避難所などの重
要施設への管路を優先的に更新するなど効率的
な耐震化を進めていきます。

●応急給水実施の確保、応急復旧体制の整備 
・主要配水池への応急給水栓の設置を進めるな
ど、応急給水拠点の整備・拡充に努めていき
ます。 

・応急給水訓練を継続していくとともに、応急
復旧資機材の備蓄や近隣市町村や伊豆の国市
上下水道協同組合等との協力体制の構築な
ど、危機管理体制の強化を図っていきます。 

３．伊豆の国市水道事業の目指す将来像

４．具体的施策

安心・安全な水道をめざして安全

●簡易水道事業等の統合 
・市内に点在する簡易水道事業等については、
引き続き、経営基盤の強化を目的として本 
市水道事業への経営統合を進めていきます。 

●水質管理体制の強化 
・今後とも給水栓における良好な水質を維持 
するため、引き続き水質が不安定な水源に 
ついては、水質監視の強化に努めていきま
す。 

・「伊豆の国市水安全計画」を継続的に運用し
ていくことで、水源や浄水施設のみならず 
配水池や水道管に至るまで一体的な水質管 
理に努めていきます。 

将来の事業環境で整理した今後対処すべき課題を踏まえ、伊豆の国市水道事業の目指す将来像で掲げた本ビジョン
の将来像を実現するために、目標年度までの期間に実施する具体的施策を以下のとおり設定します。 

施設の統廃合（イメージ） 

重要給水施設への耐震化整備 簡易水道等統合計画図 

耐震管と従来管のイメージ 



●直結給水、直結増圧給水の拡大 
・貯水槽水道での水道水の安全性を確保する
ため、管理に必要となる情報を提供し、管
理責任者である貯水槽水道の設置者に対し
て、指導・助言・勧告を行っていきます。 

・直結給水方式では、貯水槽を設置する必要
がなくなり、安全で安心な水道水を直接供
給することができることから、引き続き、
配水管等の給水能力が確保できる区域につ
いては、直結給水方式を推奨していきま
す。 

●鉛製給水管の解消 
・現存する鉛製給水管については、引き続き漏水修繕や老朽管更新工事の際に併せて更新することで早期解消に努め
ていきます。 

・鉛の溶出を抑制するための水道水の pH調整や鉛製給水管の使用者への情報を提供するための広報活動を行ってい
きます。

お客さまに信頼される水道をめざして持続

●広報・広聴の充実 
・お客さまの認知度の高い市ホームページや広報誌への記事掲載など、さまざまな広報媒体を活用し、わかりやすく
情報発信していきます。 

・ホームページについては、災害時をはじめ、お客さまとの共助関係の構築のためのわかりやすい情報を積極的に発
信していくなど、記載内容の検討・見直しを行い、実用的かつ魅力的なコンテンツの増加を図っていきます。

●お客さまサービスの向上 
・料金収納サービスに関する利便性の向上を図るため、クレジットカードやスマートフォン決済などのキャッシュレ
ス支払いについて検討していきます。

●省エネルギー化の推進 
・水道事業においても、これまで設備更新時に高効率機器や省エネルギー機器を導入するなど省エネルギー化を進め
ており、引き続き、今後増加する施設更新時においても省エネルギー化に努めていきます。

●リサイクルの推進 
・建設副産物のリサイクルを継続し、今後増加する水道施設の更新時における環境負荷の低減を維持していきます。

●有効率の向上 
・より一層の漏水量の低減を図るため、計画的な漏水調査を実施していきます。 

・今後は、法定耐用年数を超過する管路の増加が予測されることから、アセットマネジメント手法を用いた中長期的
な更新需要と財政収支見通しに基づいた効率的かつ効果的な管路更新を計画的に進め、管路を適正な状態で維持し
ていくことにより、安定給水の確保と有効率の維持・向上を図っていきます。 

●財政の健全化・経営効率の向上 
・より一層の経営効率の向上と財政の健全化を図るため、事務業務の改善、業務の委託化の推進、ＩＣＴの活用など
に積極的に取り組んでいきます。 

●官民連携の推進 
・今後とも水道施設を適切に維持管理できる体制を維
持していくため、適正な職員数の確保に努めるとと
もに、第三者委託制度や包括的民間委託など民間の
技術力・経営力の積極的な活用について検討を行っ
ていきます。 

●水道事業ガイドラインの活用 
・本ビジョンで掲げた実現方策を着実に実施し、将来
像を実現するために、水道事業ガイドラインの業務
指標（PI）を用いた定量的な評価・分析を定期的に
実施していきます。 

●長期的な見通しに基づく計画的な投資 
・更新事業を着実に進めるために、施設の健全性を確保したうえで、水道施設の長寿命化、施設の統廃合、施設・管
路のダウンサイジング等を加味した効率的な施設整備に努めるとともに、アセットマネジメント手法を用いた中長
期的な更新需要と財政収支見通しに基づいた財源の裏付けのある計画的な投資を行っていきます。 

●持続的な事業運営が可能な組織づくり 
・持続的な事業運営を行っていくため、職員の適正な配置や年齢構成の適正化など最適な組織体制の構築に努めると
ともに、近隣の水道事業体等と連携した研修の実施などにより、広域的な研修の機会を活用した人材育成を図って
いきます。 

・その他の広域連携として、近隣の水道事業体との共同事務、水道施設の共同設置や利用についても検討を進め、経
営・技術の両面にわたる運営基盤の強化を図っていきます。 

５．フォローアップ（進捗管理）

本ビジョンを着実に実行していくため、毎年度末 
に各施策の進捗状況を検証・評価することで各施策 
の見直しや改善を行います。また、お客さまや関係 
者のご意見などをいただきながら、施策の方向性の 
確認や施策の追加、見直しなど、今後の取り組みに 
反映していきます。 
このように具体的施策について、PDCAサイクル 

に基づいたフォローアップを定期的に実施すること 
により、本ビジョンにおいて目指す将来像を実現し 
ていきます。 

本ビジョンの目標実現に向けた進捗管理（PDCAサイクル）

水質の管理区分 

包括的民間委託（イメージ） 
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第三者委託
水道事業者等の管理下で、運営責任は水道事業者等が保持したまま、浄水場の運転管理
業務などの水道の管理に関する技術上の業務を一括して委託する手法をいいます。 
包括的民間委託
水道事業者等の管理下で、運営責任は水道事業者等が保持した上で、一定の性能を確保す
ることを条件に、その業務手法等は民間事業者の裁量に委ねる性能発注の考え方に基づい
て、複数の業務を一括して一者に委託する手法をいいます。 



 伊豆の国市水道事業給水区域図（現況） 


